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フランス領インドシナの外邦図と「南進論」
大塚直樹・丸山宗志
1. はじめに
　本論文は、旧日本帝国軍が複製・作製したフランス領インドシナの外邦図
を手がかりとして、「南進」の過程における日本軍の空間的な移動のパター
ンを明らかにすることを目的とする。
　第二次世界大戦期における日本陸軍の「南進」の系譜を、フランス領イン
ドシナ領域に位置づけてみると、仏印進駐という軍事行動が浮かび上がる。
仏印進駐に関する先行研究では、主に仏印進駐の歴史的プロセスが明らかに
されてきた。たとえば、吉沢（1986a）は、北部仏印進駐から南部仏印進駐
という二つの戦争拡大過程と、戦争遂行・指導集団の内部対立について分析
し、こうした組織内部の対立や抗争が戦争拡大の衝動につながったことを指
摘した。また、白石・古田（1976）は、日本のインドシナ政策の具体的な特
徴として、仏印進駐から 1945 年 3 月までフランス植民地政権の温存されて
いたこと、1945 年 3 月 9 日にフランス植民地政権を打倒（仏印処理）した後、
インドシナ 3 国に対して「即時独立付与」したことを指摘した。
　経済的側面からの分析としては、田渕（1980；1981）や白石（1986）らが
帝国日本の仏印進駐が有する重商主義的な資源収奪型の性格について言及し
ている。具体的には、仏印進駐が帝国日本への食糧供給を政策的に意図して
いたこと、実際にインドシナ米が日本へ輸出されていたことを指摘した。ま
た吉沢（1986b）は、仏印進駐に参加した軍人や軍属へのインタビュー調査
（オーラル・ヒストリー調査）を実施し、仏印へ渡った「日本人」の個人史
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と史料との摺り合わせをおこない、当時の仏印における経済支配の状況を農
業指導に従事した人びとなどの視点から明らかにした。さらに、同書では植
民地台湾出身者の事例などを用いつつ、仏印進駐のもつ歴史的多面性を指摘
している。
　本稿では以上に鑑みつつ、仏印進駐によって引き起こされた人の移動、特
に軍人・軍属の移動の空間的なパターンを、現在、入手可能な外邦図に依拠
して検証してゆく。1990 年代以降、外邦図の存在が注目されるようになり、
その歴史がひも解かれ始めた。外邦図の系譜については、すでに小林ら（小
林編、2009；小林、2011）により網羅的な研究が行われており、その全貌が
明らかになりつつある。
　軍事目的に複製・作製された外邦図は、二次元に刻まれた地球の一部の表
象である。したがって、当然のことながら、外邦図それ自体から人の移動を
読み解くことはできない。しかしながら、地図を地理的想像力の産物として
捉え、地図が作製されたプロセスを追うことで、人びとがどのように移動し
たのか、ないし移動しようと試みて地図を作製したのかを把握することは可
能であろう。
　本論文では、外邦図を空間的パースペクティブから捉えるため、地理的
想像力という概念を援用する。『人文地理学事典』（The Dictionary of Human 
Geography, Wiley-Blackwell, 2009：282 [5th Edition]） に よ れ ば、 地 理 的 想
像力とは「地球上で生活してゆく上での場所と空間、景観そして自然の重
要さに対する感受性（A sensitivity towards the signiﬁcance of place and space, 
landscape and nature, in the constitution and conduct of life on Earth）」と定義さ
れる。したがって、地理的想像力とは、地理学の内部における排他的な概念
というより、広く社会に共有されうる視点といえよう。
　文化論的転回以降における場所・空間論の立場からみると、地理（学）的
想像力とは、「近現代におけるわれわれの社会が空間・風景・場所をつく
りだし、また空間・風景・場所がわれわれの社会形成の契機となってきた」
（荒山、1998：ⅱ）と捉える立場であり 1）、「生きられる経験と思考される空
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間との間に介在し、両者の空隙を埋めるような、つまり空間的諸関係のなか
に自らを接続、再接続する主体の空間的実践」（加藤、2002：103）と措定さ
れる。
　以上を本稿に即すれば、旧日本軍が外邦図の複製・作製を通じて、ベトナ
ム（当時は仏領インドシナ）という社会空間にどのようなまなざしを向けて
いたのか、その歴史的なプロセスを記述することで人の移動の空間的パース
ペクティブを明らかにしてゆくことと言い換えうる。具体的には、まず仏印
進駐の歴史的プロセスを概観する。その上で、仏領インドシナの外邦図の所
蔵状況を確認し、外邦図のデータベースを用いて、地図に刻まれた「歴史」
を読み解く。ここでいう「歴史」とは、仏領インドシナの外邦図全体を一つ
の資料として位置づけ、その作製過程を把握することを指す。地名など地図
そのもの含まれる情報だけでなく、いかなる地域が優先的に複製・作製され
たのか、さらにはどの縮尺の地図作製をより重視したのかなどを追うこと
で、外邦図を複製・作製した主体（権力）の思考を跡づける。最後に、読解
した情報を再びマッピングすることで、地理的想像力から捉えうる外邦図の
系図を明らかにしようと試みる。
　本稿では、立教大学アジア地域研究所所蔵の外邦図を分析対象とし、当時
製版されたフランス領インドシナのすべて外邦図を対象としているわけでは
ない。したがって分析結果に偏りが生じる可能性も否めない。しかし、後述
するように、現時点で仏印の外邦図の網羅的な所蔵が確認できていないこ
と、立教大学では東南アジア地域の地図が中心的に蒐集されていたことを考
慮すれば、本論を、今後の網羅的な分析の基礎的研究と位置づけることが可
能であろう。
2. 「南進論」と仏印進駐
　大東亜共栄圏を提唱した帝国日本は 1940 年 9 月末の北部仏印に進駐し
た。1937 年に日中戦争を開戦した日本は、国際的にも孤立しつつあり、戦
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略的重要資源を求めて、当時南洋と呼ばれた東南アジア地域への侵略を企て
た 2）。
　それに先立つ 1936 年 8 月 7 日、当時の広田内閣の「国策の基準」（5 相会
議決定）により、「南進」がはじめて国策としてとりあげられた。そこでは
「･･･帝国として確立すべき根本国策は外交国防相俟って東亜大陸に於ける帝
国の地歩を確保すると共に南方南洋に進出発展する」（角田、1964：361）と
され、さらに「南方海洋殊に外南洋方面に対し我民族的経済的発展を策し努
めて他国に対する刺激を避けつつ漸進的和平的手段により我勢力の進出を計
り」（角田、1964：361）とある。
　ここで「南方海洋殊に外南洋方面」とは、現在の東南アジアを指すことか
ら（後藤、2010：148）、同年になって大日本帝国の東南アジア地域への進出
が公式に謳われたことがわかる。もちろん公式に国策となる以前から大日本
帝国は、東南アジア方面に興味を抱いていた。矢野によれば、明治 20 年代
に「南進論」が注目されるようになったという。理由として、明治 20 年代
に内国殖民論から海外殖民論へと思想的に海外移住の構想が出てきたこと、
ドイツがマーシャル諸島を保護領としたこと、言い換えれば、太平洋地域に
おける諸列強の領土獲得の動きが激しくなってきたことがあげられている
（矢野、2009：52-53）。
　その後、日露戦争によって一時的に「南」への関心が薄れたが、大正期に
はいると再び「南進論」に注目が集まり、その考え方が定着した。この時期
には、第 1 次世界大戦の勃発を契機に日本がドイツ領の南洋群島（内南洋）
を占領した。この内南洋の領有をきっかけとして、日本の興味がさらに未獲
得の地理的な広がりである外南洋に向かっていくことになった。以上の過程
で、これまで机上の空論の域にあった「南進論」が具体的な政策としてとり
あげられるようになった（矢野、2009、54-57）。
　ただし、こうした思想的な背景は昭和 10 年代の「南進論」とは質的に異
なるという。なぜなら、昭和 10 年代には、国家的事業として大東亜共栄圏
が提唱され、これまで傍系であった「南進論」がイデオロギーの中心的な
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アリーナに位置づけられ、日本が国家として南進政策をとるようになった
からである。いわば人為的な作為に支えられたブームであった。とはいえ、
明治期から大正期を経て昭和初期までのごく自然な「南進論」の系譜が昭
和 10 年代の「南進論」にもっともらしさを提供したという（矢野、2009：
292-293）。
　再びフランス領インドシナに目を転ずると、帝国日本が当該地域に対する
政治的・軍事的興味をもった理由として、大きく 3 点が指摘されている。第
1 に、連合国側による中国国民党政府への補給ルートの遮断である。1937 年
に日中戦争が本格化した後、1938 年に国民党政府は、本拠地を南京から重
慶に移転した。その結果、国民党にとって、ハイフォン－ハノイ－広西省南
寧、雲南省昆明のルートが重要な補給路となった（図 1）。帝国日本は、国
民党への補給路の断つ目的で 1940 年 9 月に北部仏印に進駐を開始した。
　第 2 に、今後の南洋侵略のための布石である。帝国日本は、連合国側（特
にアメリカ）との関係が悪化し続けるなかで、重要資源の一つである石油を
求め、供給地としてイギリス領マラヤやオランダ領東インドに関心をもって
いった。仏印進駐は、当該地域への侵略の布石に位置づけられた。
　第 3 に、食糧補給地としてのフロンティア開拓である。欧米による植民地
支配下の東南アジアにおいて、仏領インドシナは、食糧供給地としての役割
を担っていた。南部のメコンデルタは、フランス当局が実施した水路掘削作
業により、湿地帯の排水が可能となり可耕地へと変貌した。とくにメコンデ
ルタ西部では、広大な領域が近代的土地所有権からみると無主地に位置づけ
られ、大団地的な土地所有による米作が展開し、その収穫物の多くが輸出さ
れた。北部地域では、堤防補強を実施し、灌漑設備を整えることで、米作の
集約化が進展した（e.g. 大塚、2000）。
　食糧難に陥っていた日本は、すでに植民地開発によってインフラが整って
いたインドシナ米を、フランス人商社を残存させる形でコントロールし、対
日輸出させた。インドシナ米の対日輸出は、仏印の主要な精米・輸出業者で
あった華僑の反発を受けつつも、1940 年以降、その量を増加させていった
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（田渕、1980：117-125）。
　帝国日本は、以上のような目的のもと、北部仏印進駐の翌年、1941 年 6
月には南部仏印進駐を開始し、7 月には当時のサイゴンに上陸し、仏領イン
ドシナのほぼ全土を支配下に置いた。さらに日本軍は、1941 年 12 月 8 日に
真珠湾を攻撃し太平洋戦争を開戦させると同時にタイ王国にも進駐していっ
た（cf. 吉川、2010：67-71）。南部仏印進駐およびタイ王国進駐の背景には、
図 1　フランス領インドシナの範囲（出典：滿鐵調査部編、1941 に基づいて作成）。
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マレー・シンガポール攻略を一目的とする南方作戦を実施するにあたり、両
地域が軍事拠点として不可欠になるとの軍部の認識があった（秦、1987：
245-246）。
3. 外邦図と立教大学所蔵の外邦図
　小林によれば、外邦図は「1945（昭和 20）年 8 月の第 2 次世界大戦の終
結まで戦争や植民地経営にむけて作製されてきた」（小林、2009：2）地図と
され、前述のように、原則として軍事目的に作製された。軍事における地図
の重要性は、その作製を軍が担当する場合が多く、軍事秘密として場合に
よっては現在でも民間の使用制限が課せられていることにも現れている（小
林、2009：3）。つまり、外邦図は植民地支配や戦争の趨勢を決定するひとつ
の重要なツールとみなされていた。
　一連の外邦図は、終戦後、ほとんど顧みられることがなかった。その理由
として、外邦図が戦争や植民地という結びつき、暗い否定的なイメージをも
たれたこと（久武・今里、2009：32；小林、2009：19）、明治期以来の地形
図作製の主体であった陸地測量部や参謀本部が敗戦によって解体され、外邦
図が焼却・接収され、消滅したと考えられてきたこと（久武・今里、2009：
32）があげられる。
　しかし、外邦図の一部は、国内外の諸機関に保管されていることが明らか
になってきた（久武、2003；小林、2009）。特に東南アジアを中心とした地
域に関する外邦図は、立教大学アジア地域研究所（旧、アジア地域総合研究
施設）に所蔵されている。アジア地域総合研究施設の設立に尽力した別技に
よれば、「本学［立教大学］におかれた研究施設としては特に東南アジア地
域に重点をおくこととし、これに関する研究の基礎的資料として 8 年間に図
書約 3500 冊、各種地図約 5000 枚を蒐集」（別技、1967：181、［］内は引用
者）し、地図に関しては「東南アジア各地域における大縮尺の地形図（5 万
分の 1、10 万分の 1 など）および水路部作製の海図を中心」（別技、1967：
98　　国際関係紀要　第 26 巻　第 1・2 合併号
182）に集めたという。別技の専門とする研究対象が東南アジアであったた
め、立教大学では当該地域に重点をおいた基礎的研究資料の蒐集が行われた
（別技、1967：180）。
　アジア地域総合研究施設の外邦図は、旧資源科学研究所から配分された。
外邦図の配分には、当時の同研究所の所員であった浅井辰郎が大きく貢献し
ているという（久武、2003：15-18；久武・今里、2009：34-35）。浅井（2007：
6）は当時の状況を以下のように語っている。
3 番目は、上記のように立教大学アジア地域研究施設［ママ］の別枝
篤彦氏で、最初の大口購入者であった。昭和 34 年（1959）6 月と 12
月に、インドシナ地域の注文を受け、C セットから合計 2254 枚を選
び出して、8 月と 12 月に納入、早速に約 34 万円の支払いを受けた。
［中略］さらに翌年 6 月には、ボルネオ、タイ、マレー半島、インド
ネシア、その近海諸島、フィリッピン、ビルマ、インド、ジャワ、
豪州の 516 枚を納め、年末に 7 万 7 千余円受領。昭和 36 年（1961）2
月には、ハワイ、パプア、豪州、仏印の追加注文もあり、389 枚を納
めて、（6 月に 5 万 7 千円受領。）同じ 6 月には、東南アジアの残余と
海図の注文を受け、7月にその473枚を納入して、（約7万1千円受領。）
こうして立教大学には 3 年にわたり、合計で 3,632 枚を納め、54 万
4450 円を受領した。11 年後［ママ］の昭和 48 年（1973）6 月になっ
て、同大学大学院生吉田正紀君が別枝氏の手紙を持って来訪、現地
調査用に、別にジャワ島やマカッサル、セレベスの地図を求められ
た。内、11 枚は間に合ったが、無いものは M2 カメラ（後記）で複
写し、現像をも同君に頼んだ。［　］内は引用者
　ここでいう「C セット」とは、「整理作業はまず膨大な全地図から一枚一
枚を抜き出して、国別、縮尺別、図幅番号順に集めた。大判の大学ノート 5
冊分もの目録も作った。そのもっとも多く集まったものを A セット、次に
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多いものを B セットというようにして T セットまで 20 組を作った」（浅井、
2007：6）との記述から、第 2 次世界大戦後 3 番目に多く残されていた外邦
図であったことが推察できる。
　また、久武・今里の表Ⅱ -1-1（久武・今里、2009：36）から集計すると、
当時の立教大学アジア地域総合研究施設には、1959 年から 1961 年まで 5 回
に分けて 3632 枚の外邦図が配分されている 3）。したがって、先に別技の指
摘した「各種地図約 5000 枚」の一部が外邦図とみて間違いあるまい。
　外邦図の配分が始まった時期が 1950 年代末である理由として、占領体制
の解除など外邦図をとりまく環境が緩和されてきたこと、日本の海外学術調
査が再開され、入手困難な地形図に代わり、外邦図の資料的価値が認められ
たことが指摘されている（久武・今里、2009：37）。上述のように「吉田正
紀君が別技氏の手紙を持って来訪、現地調査用に、別にジャワ島やマカッサ
ル、セレベスの地図を求められた」という浅井の回顧は、時代がややくだる
ものの、後者の具体例と位置づけられよう。
4. 仏領インドシナの外邦図
　アジア地域研究所所蔵の外邦図のデータベースは、すでに立教大学アジア
地域研究所（2014）として公開されている。筆者らは、その基礎的なデータ
をもとに、外邦図のさまざまな地図情報を追加した総合的なデータベースを
作成した（大塚・丸山、2016：53-62）。このデータベースに依拠しつつ、基
本情報を確認すると、まず同研究所所蔵の仏印の外邦図は、全部で 167 枚と
なっている。縮尺を確認すると、10 万分の 1（132 枚）、40 万分の 1（6 枚）、
50 万分の 1（29 枚）の地図が存在する。したがって、相対的にみて大縮尺
の地図を中心に複製や製版していたことがわかる。また、地図の印刷では、
黒の単色刷りから 5 色刷りまでが確認できる。
　測量機関は、空白になっている 7 枚を除いて、すべてインドシナ総督府地
理局となっている。ここから帝国日本が作製した仏領インドシナの外邦図
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は、原則としてフランス植民地当局が測量したものを複製していたことが
わかる。製版・印刷機関は、空白の 1 枚を除くと、陸地測量部・参謀本部が
併記されているものが 118 枚、参謀本部のみ記載したものが 48 枚である 4）。
またすべての外邦図には、余白に「秘」と記されており、秘密扱いであった
ことがうかがえる。ここにも軍事における地図の重要さが現れているといえ
よう。ただし、塚田・富澤によれば、この時期に陸地測量部が製版した秘密
扱いの地図には「軍事機密」、「軍事極秘」、「軍事秘密」、「極秘」、「秘」の
5 段階があり、そのなかで「軍事機密」がもっとも機密性が高く、以下順を
追うごとに重要度が下がったという（塚田・富澤、2005：13）。したがって
「秘」が刻まれた外邦図は、必ずしも機密性が高いとは言い難い（図 2）。
　製版時期を確認すると、時期が記載されていない 1 枚を除き、1940 年（昭
和 15 年）6 月、7 月、8 月、9 月、1941 年（昭和 16 年）2 月、3 月、9 月、
図 2　フランス領インドシナの外邦図。十万分一仏領印度支那
二百二十一号。右上に「秘」の文字が刻印されている（出典：
立教大学アジア地域研究所所蔵、一部）。
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1943 年（昭和 18 年）、1945 年（昭和 20 年）の合計 9 パターンが存在してい
る。1940、41 年（昭和 15、16 年）については、発行月まで記載されている
のに対して、1943、45 年（昭和 18、20 年）はその記載がない（後掲表 1 参照）。
ここで注目すべき点として、北部仏印進駐以前に外邦図が製版されていた事
実であろう。1940 年 9 月の北部仏印進駐の約 3 ヶ月前には、仏領インドシナ
外邦図は発行され始めていた。フランス植民地当局が測量して作製した地図
を何らかの形で入手し、それを複製等したことを考慮すると、製版年月より
もかなり以前から地図の接収等が進められていたと推察できる。同時に、終
戦にあたる 1945 年（昭和 20 年）まで製版され続けていた事実も確認できる。
　また、凡例・地名などの情報についてみると、日本語のみで記載されてい
る場合、日本語とフランス語が併記されている場合、フランス語のみで記載
されている場合の 3 パターンが存在する。
　さらに、仏印の外邦図の特徴として、経度がグラードで表記され、かつパ
リ子午線を基準子午線としている点があげられる（小林、2011：8）。グラー
ドとは、フランス革命以降に、角度の単位として主にフランスで用いられ、
1 グラードが 1 直角（90 度）の 100 分の 1 となる。しかし、実際には、あま
り普及せずフランスで使用されるにとどまった。
　また、パリ子午線は、歴史的にみて、グリニッジ子午線と本初子午線の地
位を競った経緯があった。結果としてフランスは、基準子午線としての「パ
リ子午線」に対して固執していた 5）。しかし、最終的には 1884 年の国際子
午線会議でイギリスの（当時の）グリニッジ天文台を通る子午線が本初子午
線として制定され、現在に至っている。イギリスとフランスが本初子午線の
座を争った背景には、当時における両国の帝国主義的な覇権争い関係してい
ることが十分想像されよう。
　さらに、フランスがよりパリ子午線にこだわりをもった理由として、1875
年の国際地理学会で一度は基準子午線として認定された経緯があったとする
指摘もある（高田、2004：6）。しかし、ハウス（2007）によれば、国際地理
学会では、そうした具体的な決議がなされなかったとし、どちらかと言えば
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すでにグリニッジ子午線を基準子午線とする方向に傾倒していたとする（ハ
ウス、2007：178-179）。
　ただ、ハウスは、1871 年第 1 回国際地理学会において、フランス代表が
「時代が 17 世紀か 18 世紀であったなら、当然パリ［の子午線］が［本初子
午線に］選ばれていたはずである」（［］内は引用者）や 1875 年第 2 回国際
地理学会において「もしもイギリスがメートル法を受け入れることにするな
らば、フランスがグリニッジ子午線を採用するのは礼儀に適っている」など
との発言を紹介している（ハウス、2007：179）。ここから、本初子午線の決
議をめぐって両国間で対抗意識が存在し、本初子午線の地位を競っていたこ
とが十分うかがえる。実際、フランスではグリニッジ子午線が本初子午線と
なった会議後も、パリ子午線を基準として地図を作製していた 6）。
　手元の外邦図を例にして示すと、10 万分の 1「サイゴン（Saigon）」7）（221
号）の外邦図では、旧サイゴン市街地やや東側の経度が東経「116G」と記
載されている（図 3）。ここで、G はグラードを示している。グラードを現
在の国際基準値に直すには 0.9 を乗算する必要があり、計算すると当該経度
図 3　フランス領インドシナの外邦図。十万分一仏領印度支那
二百二十一号。中央に「サイゴン」、右下にグラード表示を示す
「116G」と記されている（出典：図 2 に同じ）。
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が東経 104 度 24 分となる。また、東経「116G」と記載された部分を、グー
グルアースで確認すると、東経 106 度 44 分付近になることから 2 度 20 分の
誤差が生じる。この 2 度 20 分のズレがグリニッジ子午線からパリ子午線ま
での経度を示している。
5. 外邦図から捉える仏印進駐の布置構成
　表 1 に製版時期別・縮尺別の外邦図の所蔵枚数を示した。前述のとおり、
相対的に大縮尺である 10 万分の 1 の外邦図が大多数を占めている。総数
167 枚のうち、約 80％が 10 万分の 1 の外邦図である。戦争遂行時、より精
緻な軍事行動を実行に移す場合には大縮尺の地図を必要とすることの現れで
あろう。
　表 1 をみると、まず北部仏印進駐前までに大多数の 10 万分の 1 の外邦図
が製版されていることがわかる。1940 年（昭和 15 年）9 月までに、86 枚が
製版されている。10 万分の 1 の外邦図に占める割合をみると 65％になる。
表 1　製版時期別縮尺別にみる外邦図
注：1 枚（40 万分の 1）には製版時期の記載なし。
外邦図の枚数
10 万分の 1 40 万分の 1 50 万分の 1
昭和 15 年 6 月 46
昭和 15 年 7 月 3
昭和 15 年 8 月 39
昭和 15 年 9 月 1 2
昭和 16 年 2 月 10
昭和 16 年 3 月 9
昭和 16 年 9 月 8
昭和 18 年 27
昭和 20 年 21
（出典：大塚・丸山、2016）
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さらに南部仏印進駐が実行に移された 1941 年 6 月までに製版された 10 万分
の 1 の外邦図を確認すると 105 枚、約 80％を占める。また、1940 年（昭和
15 年）7 月および 9 月に製版された 40 万分の 1 の外邦図（それぞれ 3 枚、2
枚）を加えると、8 割を超える外邦図が北部・南部仏印進駐以前に製版され
ていたことがわかる。
　次に、図 4 に製版年別にみた作製対象地域を示した。ここから以下の点
がわかる。まず、1940 年（昭和 15 年）6 月に製版された 10 万分の 1 の外邦
図 4　フランス領インドシナ外邦図（1/100,000）図郭の製版年別分布
（出典：大塚・丸山、2016 より作成）。
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図は、そのほとんどが北部地域に集中している。具体的な図幅名では、た
とえば中国との国境付近をみると、西からライチャウ（Lai-Chau）、ラオカ
イ（Lao-Kay）、ハザン（Ha-Giang）、バオラック（Bao-Lac）、カオバン（Cao-
Bang）、ランソン（Lang-Son）などがあげられる。また、ハノイ（Hanoi）、
ヴェトチー（Viet-Tri）、バックニン（Bac-Ninh）などの紅河デルタの中枢部
から、ハイフォン（Hai-Phong）、ナムディン（Nam-Dinh）、ヴィン（Vinh）、
ハティン（Ha-Tinh）など北部沿岸地域の図幅も製版されている。
　ここで興味深い点として、図 1 と対照するとわかるように、すでにこの時
期にサイゴンとカントー（Can-Tho）という当時のコーチシナにおける大都
市の外邦図（各 1 枚）が製版されていることがあげられる。同時に仏領イ
ンドシナ南部の軍港の一つであったカムラン湾を含む外邦図（図幅名 Cam-
Linh）も含まれている。したがって、帝国日本の領土的興味がこの時点でイ
ンドシナ南部にまで拡張していたことが裏付けられよう。
　また、図 5 に示したとおり、1940 年（昭和 15 年）7 月に製版された 40 万
図 5　フランス領インドシナ外邦図（1/400,000 および 500,000）図郭の製版年別分布
（出典：図 4 に同じ）。
（a）1/400,000 （b）1/500,000
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分の 1 の外邦図は、いずれもインドシナ北部地域を対象としている。ここか
ら、陸軍が北部仏印進駐に際して鳥瞰的視点の必要性を考慮し、40 万分の 1
を複製・製版した可能性が考えられる。
　再び図 4 に目を転ずると、1940 年（昭和 15 年）8 月に製版された外邦図
は、インドシナ中部から南部を網羅している。具体的には、中部地域の図幅
名では、北からクアンチー（Quang-Tri）、フエ（Hue）、クアンガイ（Quang-
Ngai）、ニャチャン（Nha-Trang）、ファンラン（Phan-Rang）など、中部高
原では、コントゥム（Kon-Tum）、バンメトート（Ban-Me-Thuot）、ダラッ
ト（Dalat）などがあげられる。南部コーチシナの図幅名では、ミトー（My-
Tho）、ヴィンロン（Vinh-Long）、ソクチャン（Soc-Trang）、バクリュウ（Bac-
Lieu）、カマウ岬（Pointe de Ca-Mau）などがあげられ、先のサイゴンとカン
トーの外邦図の重複がみられない。1940 年（昭和 15 年）9 月の 40 万分の 1
の外邦図も、トゥーラーヌ（現、ダナン周辺）など中部以南の図幅名になっ
ている。つまり視点を変えると、外邦図からみた「仏印進駐」は、北部仏印
進駐以前に完了していたと捉えることもできよう。
　次に、1941 年（昭和 16 年）2 月、3 月の外邦図をみると、フランス領イ
ンドシナ領域のうち、カンボジア域内の図幅が目立つ。特に、コーチシナか
らタイ王国に通じる直線的なルートを地図化していることが特徴としてあげ
られる。前述のように、1941 年 12 月に日本軍はタイ王国に進駐しており、
その準備段階として、当該外邦図を複製・作製していたと考えられる。ま
た、図 5 をみるとわかるように、1941 年（昭和 16 年）9 月の 50 万分の 1 は、
1941 年（昭和 16 年）2 月、3 月の 10 万分の 1 の外邦図を補強するかのように、
仏印のなかでもカンボジア域内、より具体的には、コーチシナとタイ王国を
結ぶルートの図幅が複製されている。
　再び図 4 に注目すると、1943 年（昭和 18 年）の外邦図は現在のラオスと
タイの国境付近を中心に複製されている。1943 年 8 月にカナダのケベック
で開かれた米英首脳会談で、連合国軍の「東南アジア司令部」（South East 
Asia Command）の設置が決定された。現在のタイとラオス国境付近に関す
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る外邦図の複製は、こうした連合国側の軍事行動に対する日本軍の対抗措置
とも想像される。しかしこの点は史料による裏付けが必要となろう。また、
1945 年（昭和 20 年）のそれは、ハノイ、ヴィン、ニャチャン、トゥラーヌ
（現、ダナン）、ヴィンロンなど北部から南部まで網羅した外邦図が製版され
ている。
　次に、表 2 と表 3 に製版別・縮尺別にみた外邦図の凡例および地名に使用
されている言語を示した。表 3 の凡例についてみると、大きな特徴を確認で
きないものの、大縮尺の地図では日本語のみが使用されているのに対して、
小縮尺のそれでは原語（フランス語）と日本語が併記されていることがわか
る。表 3 での顕著な傾向として、1941 年（昭和 16 年）9 月以降に製版され
たすべての外邦図において、使用言語がフランス語になっている。ここか
ら、第二次世界大戦の敗戦が近づくにつれ、地図内部に記された地名に日本
語を移植する作業をおこなう余力がなくなった可能性が考えられる 8）。
　なお、当時の陸地測量部や参謀本部には、ベトナム語の知識を有した人材
がいなかったことが想定できる。理由として、地図に現れる地名の読みが基
本的にローマ字読みされていることがあげられる。既出の地名で例をあげれ
ば、Viet-Tri がヴィト・トリー、Quang-Tri がクアン・トリー、Nha-Trang が
ナー・トラン、Ban-Me-Thuot がバン・メ・テュオと日本語表記され、現代
のベトナム語の発音とは異なっている。
　以上から次の点を指摘しうる。第 1 に、外邦図の作製・複製は、北部仏印
進駐という史実に先んずる形で進められていた点があげられる。製版年を確
認すると、1940 年 6 月版の外邦図を確認できる。北部仏印進駐が同年 9 月
であることから、3 ヶ月ほど先んじていたことになる。ここから、近代戦争
における地図の重要性を確認できよう。ただし、視点をかえると、参謀本部
は、それだけ重要な地図を仏印進駐の 3 ヶ月前まで準備できなかったとも捉
えうる。この点をどのように評価するのかは意見が分かれるかもしれない。
しかし、少なくとも仏印進駐に際して、参謀本部は、まず侵略する地域に関
する地図情報を蒐集し、分析する手順を踏んでいたことが確認できる。事
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10 万分の 1 40 万分の 1 50 万分の 1
仏 日 併記 仏 日 併記 仏 日 併記
昭和 15 年 6 月 2 44
昭和 15 年 7 月 1
昭和 15 年 8 月 32
昭和 15 年 9 月 1 1 1
昭和 16 年 2 月 10
昭和 16 年 3 月 9
昭和 16 年 9 月 8
昭和 18 年 27
昭和 20 年 21
表 2　製版年別・縮尺別にみる外邦図の凡例の使用言語
注：表中「仏」はフランス語、「日」は日本語、「併記」は、フランス語と日本語
の併記を示す。なお、昭和 15 年 7 月の 40 万分の 1（2 枚）、昭和 15 年 8 月 10 万の 1（7
枚）、製版年不明の 40 万分の 1（1 枚）の合計 10 枚が凡例なし。
（出典：表 1 に同じ）
10 万分の 1 40 万分の 1 50 万分の 1
仏 日 併記 仏 日 併記 仏 日 併記
昭和 15 年 6 月 2 44 
昭和 15 年 7 月 3 
昭和 15 年 8 月 39 
昭和 15 年 9 月 1 2 
昭和 16 年 2 月 10 
昭和 16 年 3 月 9 
昭和 16 年 9 月 8 
昭和 18 年 27 
昭和 20 年 21 
表 3　製版年別・縮尺別にみる外邦図の地名の使用言語
注：表中「仏」はフランス語、「日」は日本語、「併記」は、フランス語と日本語
の併記を示す。なお、製版年不明の 40 万分の 1（1 枚）の外邦図はフランス語の
みの記載。
（出典：表 1 に同じ）
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実、全体の 80％を超える外邦図が北部・南部仏印進駐以前に製版されてい
た。
　第 2 に、作製・複製された外邦図は、製版時期に別にみると地域的な偏り
がある点があげられる。1940 年（昭和 15 年）6 月製版の外邦図は、そのほ
とんどがフランス領インドシナ北部に集中しており、現存する地図のなか
でも大縮尺である。さらに翌 7 月には、当該地域の 40 万分の 1 の外邦図が
製版されている。これに対して、1940 年（昭和 15 年）8 月に製版されたそ
れは、そのほとんどがフランス領インドシナの中南部地域のものである。ま
た、1941 年（昭和 16 年）2 月、3 月の外邦図をみると、フランス領インド
シナ領域のうち、カンボジア域内の図幅が複製されている。つまり、外邦図
は、フランス領インドシナの北部から製版されはじめ、中部から南部へ、さ
らにタイへと向かうルートが作製されてきたことがわかる。
　第 3 に、こうした発行された外邦図の地域的偏差は、仏印進駐の歴史的プ
ロセスと一致していることがあげられる。1940 年の北部仏印進駐からはじ
まり、1941 年の南部仏印進駐に至る過程で、ハノイ・サイゴンを中心とし
た両地域ならびに、船舶の移動に必要となる沿岸部の地図が網羅されている
ことがわかる。このことから、第二次世界大戦の混乱のさなかでも、組織的
な地図の蒐集活動が実践され、それに基づき、それぞれの軍事目的に即した
外邦図が作製・複製されていたことが想像される 9）。
6. むすびにかえて
　本論文では、旧日本帝国軍が複製・作製した外邦図を手がかりとして、地
理的想像力という視点から仏印進駐の空間的パースペクティブを明らかにす
ることを目的とした。結果として、以下の点が明らかになった。
　まず、集団としての帝国日本は、フランス植民地当局の地図を複製したと
いう点からみて、欧米の植民地支配からの解放を掲げ、大東亜共栄圏を謳っ
てはいたものの、欧米列強の植民地支配を焼き直したに過ぎなかったことが
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あげられる。確かに当時入手できる地図には制限があったことは事実であろ
う。したがって、植民地当局が測量した地図を流用する方法が合理的であっ
たことは想像できる。しかし、前述のように、ベトナム語の地名をローマ字
読みしていた点や地図に現れた植民地主義的視線を無批判に受け入れていた
のであろう点を考慮すると、現地社会を捉える相対主義的な視点が欠けてい
たことは否めない 10）。
　次に、帝国日本が空間的パースペクティブをもってフランス領インドシナ
を捉えていたことがあげられる。仏印進駐についての先行研究では、北部仏
印進駐および南部仏印進駐という 2 つの史実のみが注目されてきた傾向がみ
られる。言い換えれば、北部（ハノイ）と南部（サイゴン）という 2 つの拠
点から、点としての仏印進駐に関する分析が進められてきた。しかし、外邦
図から当時の軍部の思考をたどり直すと、空間的広がりをもった視点が浮か
び上がる。つまり北部と南部だけではなく、中部海岸線を含めたベトナム空
間を想定していたといえよう。事実、海軍水路部は、ベトナム沿岸部の海図
（当時は水路図）を外邦図の製版に先んじて作製しはじめている 11）。
　つまり、外邦図からみると、帝国日本は、フランス領インドシナに対して
植民地主義的なまなざしを向けながら、その軍事行動に際して「点の支配」
という以上に大局的な視点に立ち、俯瞰的な領域支配を試みていたといえよ
う。
付記：本論文の執筆にあたり、研究分担者（大塚）・リサーチアシスタント
（丸山）として、文部科学省私立大学戦略的研究基盤形成支援事業「21 世紀
海域学の創成─「南洋」から南シナ海・インド洋・太平洋の現代的ビジョン
へ─」（研究代表者：上田信・立教大学）の研究助成を受けた。
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注
 1）荒山は、地理学的想像力を「社会の経験的事象に対して行われる、調査や研
究、記述といった地理学や地理学者の具体的な実践そのもの」（荒山、1998：
ⅱ）と捉えうるとも指摘している。
 2）この時期から太平洋戦争開戦にいたる軍部（陸軍・海軍）の動向については、
たとえば、波多野（1986；1993）を参照のこと。
 3）久武・今里（2009）の集計結果である 3632 枚には、1973 年 6 月に資源科学研
究所から提供された 11 枚が含まれていないと推察される。
 4）1941 年（昭和 16 年）9 月までに製版された外邦図は、陸軍陸地測量部・参謀
本部が作製主体になっているのに対して、1943 年（昭和 18 年）以降のそれは、
参謀本部が作製主体となっている。ここには第二次世界大戦の戦況や軍内部
での組織改変などが関係しているかもしれない。作製主体の変化を追うこと
は、資料としての外邦図を分析する上で、不可欠な作業となろう。この点は
今後の課題としたい。
 5）こうした「こだわり」の一例として、パリ子午線上に埋められたアラゴーの
メダルがあげられよう。たとえば、堀江（2008）を参照。
 6）現在でもフランスで発行される国内地図は、パリ子午線を基準子午線（経度 0
度）に設定しているものがある。例えば、筆者の手元にあるフランス国立地
理院（現、フランス国立地理情報・森林情報院）発行の 2 万 5 千分の 1「パリ」
の地図を確認すると、パリ子午線が 0 度、かつグラード表記になっている。
ただし、グリニッジ子午線を基準子午線とした経度も併記されている。
 7）以後、地名のアルファベット表記については、外邦図のママとする。した
がって現在のベトナム語表記とは異なる場合がある。
 8）当該時期の陸地測量部の具体的な活動状況について、詳しくは、塚田・富澤
（2005）を参照のこと。
 9）ただし発行された外邦図の縮尺を考慮すると、製版された外邦図が実際の軍
事的な使用に耐え得たのかについては、さらなる研究が必要となる。また、
立教大学アジア地域研究所だけではなく、他機関所蔵の外邦図に関しても本
稿と同じ視点からの分析が不可欠となろう。これらは今後の課題としたい。
10）たとえば、拙稿（大塚、2014）を参照のこと。同研究では、ホイアンを事例
として外邦図が有する植民地主義的特徴を分析した（大塚、2014：12-13）。
11）立教大学アジア地域研究所所蔵分のフランス領インドシナ隣接海域の水路図
は、1929 年（昭和 4 年）を皮切りにして、17 図幅が確認できる。水路図の記
載情報など詳しくは、大塚・丸山（2016：63-64）参照のこと。
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Japanese Military Maps (Gaihouzu) of  French Indochina
and the Southern Expansion Doctrine (Nanshin-ron)
Naoki OTSUKA and Motoshi MARUYAMA
The aim of this article is to analyse the pattern of the Japanese military’s spatial 
movement in the process of southern expansion (Nanshin) during World War II, 
based on Japanese Military Maps (Gaihouzu) of French Indochina. In summary: 
First, it is pointed out that the mapping and/or reproduction of Gaihouzu were carried 
out before the Japanese military made an entry into the northern part of French 
Indochina in September 1940. From this fact, we can confirm the importance of 
maps in modern war. Secondly, there are regional variations in terms of the making 
year of the maps. For example, maps of militarily important areas were made ﬁrst. 
Thirdly, the regional pattern of Gaihouzu’s publications year was consistent with the 
historical process which the Japanese military made on entering the northern part of 
French Indochina. In fact, with respect to historical Japanese military movements 
which were carried out entering northern French Indochina in September 1940 and 
then entering the southern part of French Indochina in 1941, Gaihouzu were created 
mainly in both Hanoi and Saigon centers and the coastal areas necessary for military 
ship movement. In conclusion, from the view point of Gaihouzu, the Empire of 
Japan (Dai nippon teikoku) tried not only point control, but also the panoramic view 
of regional dominance in its military action with a colonialist gaze towards French 
Indochina.
